
































平成３１年度法科大学院入学試験【前期日程】法律科目試験 出題の趣旨 

 

 

民法 

 民法総則と物権法に関する基礎的な理解を問う問題である。 

問１では、強迫によって代理権授与行為がされた事例につき、強迫により代理権授与行為

が取り消された場合、取消しの遡及効が代理行為に及ぼす影響と表見代理の成否が問われ

ている。 

 問２では、１７７条の「第三者」につき、背信的悪意者及び無権利者がこれに当たるかを

問うた上、背信的悪意者からの賃借人及び９４条２項の「第三者」と未登記の所有権取得者

との関係につき、検討を求めている。 

 

商法 

問１ 

株主総会決議の瑕疵について問う問題である。株主総会の招集手続の法令違反は取消し

事由であり、決議取消しの訴えを提起すべきである。取消し事由があることは明らかであり、

甲社の主張としては、裁量棄却（会社 831 条２項）が考えられる。違反事実が重大でなく、

かつ決議に影響を及ぼさないものといえるかどうかを適切に論じる必要がある。 

問２ 

株主総会決議を取消す判決が確定した場合、その判決には遡及効があるものと解される。

そのため、Ｂは取締役には選任されなかったことになり、代表取締役でもなかったことにな

る。代表権のないＢが、代表取締役としてした行為の効力が問題になる。表見代表取締役（会

社 354 条）の類推適用などが考えられる。 

 

民事訴訟法 

 債務のうちの一部の不存在の確認を求める債務不存在確認の訴えを巡る基本的な事項

の理解を試す問題である。審判対象（訴訟物）が請求権の不存在であることを示した上で、

一部認容判決または申立てを超えた判決の許容性を処分権主義の観点から論述すること、

また、既判力の生じる範囲とその内容を正確に論述することが求められる。 

 

 

  



 

 

 

憲法 

第１問 

本問の主要な論点は、既得財産権を、法律により事後的に不利益変更することが憲法 29

条 1項・2項に違反しないか否かである。この点に関する関連判例としては、国有農地等の

売払いに関する特別措置法２条に関する最大判 S53・7・12民集 32・5・946または証券取引

法 42条の２に関する最２小判 H15・4・18民集 57・4・366がある。それ以外にも、いわゆ

る森林法違憲判決（最大判 S62・4・22民集 41・3・408）の判断枠組みを応用することもで

きる。 

第２問 

 本問は、予算に関する基本的な理解を問う問題である。 

 問１は、予算の法的性格についての問題である。この論点については、かつては問題文の

ように説かれることがあったが、現在ではこのような考え方は一般的に否定されている。そ

の理由を論じることができれば、解答としては十分である。 

 問２は、国会の予算修正権についての問題である。とりわけ国会による増額修正の可否及

びその限界については争いがあるところ、その点に関する学説状況を論じることができれ

ば解答としては十分である。 

 いずれの問いについても、学部レベルの内容を理解していれば合格点を得ることは十分

に可能である。 

 

行政法 

 本問【問１】は、駅前再開発を目的とする土地区画整理事業の流れに焦点を当て、施行区

域内に財産権を持つ利害関係者が当該土地区画整理事業の違法性を主張するにあたって、

どの段階で、何を対象に、どのような訴訟を提起すればよいかを問うものである。争点とな

るのは、所謂「処分性」であり、土地区画整理事業に関する都市計画決定、知事による設計

概要の認可、事業計画決定のうち、取消訴訟の対象とすべきは、これら一連の行為の内のい

ずれか（及びその理由）を問うている。他方、本問【問２】は、【問１】において取消訴訟

の対象となる事業計画決定を提起しなかった者が、後の換地処分の段階で、換地処分取消訴

訟を提起した場合に、換地処分取消訴訟において、先行する事業計画決定の違法性を主張す

ることができるか（違法性の承継が認められるための要件）についての判例・学説に関する

知識を問うものである。 

 

 

  



 

 

 

刑法 

 本問は刑法総論の因果関係に関する問題である。総論の授業で必ず取り上げる最決平成

１６年２月１７日刑集５８巻２号１６９頁を理解していることが解答のための前提となる。 

従来、裁判所は条件説を採用してきたといわれ、学説の多数説は相当因果関係説を採ってい

るといわれてきた。本件においては、被害者が自ら治療を無効化する行為を行っているので

あり、被害者自身の関与と因果関係ということを問題にしている。この被害者自身の関与が

因果関係の認定にどう影響するかを論じながら、解答することが求められる。 

また、共犯者が本来の意思の連絡内容の限界を勝手に超えており、共犯の過剰についても簡

単に問うている。 

 

刑事訴訟法 

 本問は、いわゆる「別件逮捕・勾留」と称される捜査法分野における代表的な論点を主な

内容とするものである。問題文は比較的長めであるが、構造は単純であるので、冷静に問題

文の事実関係を整理し、逮捕・勾留手続の違法性の結論を導くために必要十分な事実を抽出

すべきである。 

 「別件逮捕・勾留」の論点については諸説あるが、本問は、特定の考え方による処理を求

めるものではなく、自らが適切と考える立場又はその組合せに基づき、解決に必要な規範を

提示した上で、それに対して前記のとおり抽出した事実を忠実にあてはめて結論を導くこ

とができれば、入学試験時点での能力として十分に評価できる。 
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